
東京都議会では、第3回定例会が開催されました。また、所属している新型コロナウイルス感染症対策特別
委員会で、第6波を未然に防ぐための対策と、アフターコロナの経済再興の支援策などを、経済・港湾委員会
では、商店街復興等を中心に、産業労働局、港湾局の事務事業全般について質問を行いました。
皆様の都政に関するご意見・ご要望等をお気軽にお寄せください。

たかし

第3回定例会では、都立・公社病院の地方独立行政法人
化が大きな争点の一つとなりました。

東京都議会立憲民主党としては、新型コロナウイルスの
感染が収まらない中、独立行政法人化を進める必要性が
委員会の質疑などを通しても明らかにならなかった上に、
独立行政法人化を契機に、貴重な人材が流失してしまうリ
スクなども考慮し反対しました。

また、補正予算に関して、これまでの新型コロナウイルス
対策の検証を改めて求め、より実効性のある感染拡大防
止対策に万全を期すように強く求めていきます。
感染拡大協力金を始めとした様々な支援事業などにおい
ても、体制強化などによる迅速な処理を要望しました。

子ども施策について、学校給食の無償化や給付型奨学金の拡充
などを求め、「子ども家庭局」等の設置については、子どもたちのこ
とを包括的に考え、対策検討、政策立案をしていく必要があること
から、専門部署の設置を求めました。今後とも積極的に働きかけを
行っていきます。

オリンピック・パラリンピックについては、新型コロナウイルスへの
不安や多様性への不十分な理解、経費の無駄遣い、弁当やマスク
の廃棄など様々な問題が指摘されてきました。大会の総括・公表を
求め、特に大会経費については徹底して赤字幅を圧縮するとともに
その全体像や詳細を明らかにすることを強く求めました。

本会議場で補正予算に対して討論
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新型コロナウイルス対策特別委員会では、第6波を想定した対策と、アフターコロナの経済
再興の支援策、そして経済・港湾委員会では、事務事業に関する質問を行いました。
一部抜粋で掲載します。その他の質問は都議会中継HPをご覧ください。 都議会

中継ＨＰ→

新型コロナウイルス感染症
対策特別委員会で質問

皆様の都政へのご意見・ご要望を
お気軽にお寄せください！

東京都議会の定例会は、原則として、
毎年2月、6月、9月及び12月の年4回
開会されます。

次回は、 令和3年第4回定例会
11月30日〜開会予定 です。

傍聴については、ソーシャル・ディスタンス
確保のため、人数を制限しております。

詳しくは、東京都議会HPをご確認下さい。

電話：03-5320-7126

【笹塚事務所】 〒151-0073  渋谷区笹塚2-12-1  ダイワビル1階D号室
【円山町事務所】〒150-0044  渋谷区円山町26-7  TKフラッツ渋谷1201

中⽥たかし 検索

●新型コロナコールセンター
新型コロナウイルス感染症の予防・検査・医療に関すること

0570-550-571
（9時〜22時 土日祝含む）

●東京都緊急事態措置等・感染拡大防止協力金相談センター
東京都緊急事態措置等・感染拡大防止協力金等に関すること
03-5388-0567
（9時〜19時 土日祝含む）

●東京都発熱相談センター
発熱等の症状がある場合の相談窓口

03-5320-4592
（24時間 土日祝含む）

【TEL&FAX】03-6884-0200
【携帯電話】080-7383-8474
【Eメール】takashi@nakada.info

東京都議会
定例会の日程

新型コロナウイルス感染症対策に
関するお問い合わせ

新型コロナウイルス
感染症対策HP

中田たかし事務所
WEB

新型コロナウイルス感染症対策特別委員会で、第６波を想定した対策
経済・港湾委員会で商店街振興、受動喫煙防止対策等について質問

Q. 商店街による空き店舗の先進的な活用モデルを支援する商店街空き店舗活用モデル事業を行っているが、
その支援内容と支援事例は？

A. 都は、地域課題の解決や賑わいの創出を図る商店街のモデルとなる事例を支援している。空き店舗の改装費用
に加え、店舗運営に係る家賃や人件費等について、補助率4分の3により最大3年間にわたって補助する。

Q. 東京2020大会に向けた受動喫煙防止支援対策事業について効果は？
そして、大会終了後もこの支援は続けていくべきだと思うがどうか？

A. この事業の実施により、受動喫煙防止対策が円滑に進むとともに、旅行者
が これらの環境を快適に利用できる環境が整備された。今後も、支援等は
続けていく予定。

Q. 緊急事態宣言が解除され飲食店を再開したとしても、不安を抱えている
事業者の方へのこれからの支援は？

A. 都は、これまでも様々な経営の下支えになる対策を講じ、事業継続に向け
た取組を後押ししてきた。こうした取り組みにより、適切に支援していく。

東京都議会HP→

飲食事業者向け経営基盤強化支援事業等が開始される


